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太陽光パネルをガラスと、発電能力のある結晶シリコンのシートに分離する（東京都大田区にある浜田のリサイクル施設）
使用済み太陽光パネルの大量廃棄が急増するとされる2030年代半ばを前に、東京都が住宅用太陽光パネルをリサイクルする体制の整備に着手する。事業用発電所が少ない都内では廃棄パネルの大半を住宅用が占める見通し。都はリサイクル業者などと協議会を立ち上げ、パネルを循環利用する仕組みづくりを進める。

太陽光発電は東日本大震災後の12年に始まった再生可能エネルギーの「固定価格買い取り制度（FIT）」をきっかけに導入が進んだ。国内全体では設置済みパネルの8割を大規模太陽光発電所（メガソーラー）など事業用が占める。パネルの寿命は一般に20～30年間とされ、全国で30年代後半に大量廃棄のピークを迎えると見込まれている。

都内は事情が異なる。地価が高く未利用地も乏しいため、メガソーラーの開発は進まず、太陽光パネルの7割は一般住宅の屋根に設置されている。30年にカーボンハーフ（温暖化ガス半減）を宣言している都は、独自に新築住宅への太陽光発電設備の設置義務化も検討している。使用済みパネルの廃棄は30年代に2000トンを超えた後も増え続ける見通しだ。太陽光パネルは発電能力のある結晶シリコンのシートに樹脂、ガラスを重ね合わせアルミ枠で囲った構造で、廃棄の際は産業廃棄物として扱われる。風水害や故障で大量廃棄された事業用パネルについては、再利用可能なものを輸出したり、回収したパネルを素材ごとに分離してリサイクルしたりする取り組みが既に始まっている。

一方、住宅用パネルは、ほとんどが破砕後に埋め立て処分されているとみられる。都は「使用済みパネルの循環利用は資源の有効活用や環境負荷の低減につながる」とみて、18年から有識者らによる検討会や早稲田大学などとの実証実験を通じてリサイクルシステム構築に向けた検討を進めてきた。

住宅用パネルは主に家屋の解体や屋根のふき替え時に廃棄される。事業用に比べて1軒当たりで廃棄する量が少なく、時期の予測も難しい。検討会はパネルの取り外しからリサイクル施設への収集運搬まで一貫してシステムを構築する必要性を指摘した。

都は22年度にもパネルメーカーや住宅メーカー、リサイクル業者などが一堂に会する協議会を立ち上げ、具体的な制度設計に着手する。

住宅用パネルを処分する際は、取り外しや収集運搬に20万～30万円かかり、足場の設置費用や屋根の修繕費も含めると100万円近くかかる場合もある。リサイクル処分する場合は、産廃業者にパネル部分の取り分けを依頼し、リサイクル施設に運び込んでもらう必要があるため、取り分けや収集運搬の費用が余計にかかり割高になる。

このため、個人での経済的負担を嫌って埋め立て処分を選ぶ人が多いとみられる。都が循環利用を推進するなら、リサイクルの義務化や処理費用の助成などの対応が求められそうだ。

太陽光パネルの大量廃棄を見越して、産業廃棄物などを扱う事業者は既に先行投資に動いている。産業廃棄物処理の浜田（大阪府高槻市）は「ここ3年でパネルのリサイクル設備を導入した業者が2倍以上に増えている」と話す。自治体でも福岡県や埼玉県など、東京都より一足早くパネルの回収システムの構築に動く例も出ている。

住宅用パネルの大量廃棄は人口の多い都市部に共通する課題だ。都の検討会で会長を務める杉山・栗原環境事務所の杉山涼子取締役は「パネル廃棄は全国的な問題なので、産廃業者を指導監督する立場にある都道府県や政令市がバラバラに取り組むのではなく、自治体間で知見を共有したり、国に働きかけて制度化を求めたりすることが必要だ」と指摘している。（上月直之）




